
   国立大学法人大分大学資金管理規程 
平成１６年４月１日制定 

 
第１章 総則 

 （趣旨） 
第１条 この規程は，国立大学法人大分大学会計規則（平成１６年規則第７号。以下「規則」と

いう。）に基づき，国立大学法人大分大学（以下「法人」という。）の資金を適正かつ効率的に

管理及び調達並びに運用するために必要な事項を定める。 

 

 （資金の管理運用方法） 

第２条 法人の資金は，安全かつ確実性の高い預金，貯金及び有価証券で管理運用するものとす

る。 

 

 （資金の管理運用事務の委任） 

第３条 法人の資金の管理運用は，学長が行う。 

２ 学長は，資金の管理運用に関する事務を，規則第５条第１項に規定する出納命令役に行わせ

ることができる。 

３ 出納命令役は，支払予定額を適切に把握し，支払口座に資金を移動させ，支払を滞らせない

よう努めなければならない。 

 

第２章 資金管理方針 

（資金管理方針の作成） 

第４条 学長は，規則第２９条第１項に基づき，安全性及び流動性を確保した上で，効率的な資

金管理方針を作成しなければならない。 

２ 学長は，前項の資金管理方針を作成し，又はこれを変更した場合には，経営協議会及び役員

会に報告するものとする。 

 

第３章 資金繰計画 

（資金繰計画の作成） 

第５条 学長は，規則第２９条第２項に基づく資金繰計画を資金管理方針に従って作成しなけれ

ばならない。 

２ 学長は，前項の資金繰計画を作成した場合は，経営協議会及び役員会に報告するものとする。 

３ 資金繰計画を見直す必要が生じた場合，学長は，前項に準じた手続を行わなければならない。 

 

 （資金計画の作成） 

第６条 出納命令役は，前条の資金繰計画をもとに，資金管理方針に従って，各四半期ごとの資

金繰計画（以下「四半期資金計画」という。）及び各月ごとの資金繰計画（以下「月次資金計画」

という。）を各期間の開始前に作成し，学長に報告しなければならない。ただし，月次資金計画

は，出納命令役が，四半期資金計画と比較して報告の必要がないと認めるときは，報告を省略

できるものとする。 

２ 前項の資金計画は，それぞれ別紙様式第１号及び別紙様式第２号によるものとする。 

３ 出納命令役は，各四半期及び各月の開始前に，各資金計画の根拠となるべき支払計画を作成

しなければならない。 

４ 前項の支払計画は，別紙様式第３号によるものとする。 

  

   第４章 資金調達 

 （資金調達の原則） 

第７条 法人の運営に要する資金は，原則として，運営費交付金収入，学生納付金収入，寄附金

収入，受託研究費等収入，附属病院収入その他自己収入（以下「自己資金」という。）によって

調達するものとする。ただし，自己資金だけでは資金が不足する場合には，借入金又は大分大

学法人債による調達を考慮するものとする。 



 

（長期借入金又は大分大学法人債による調達） 

第８条 学長は，資金繰計画に基づき，資金管理方針に従って，長期借入金の借入れ又は大分大

学法人債の発行（以下「長期借入金の借入れ等」という。）を行う場合には，借入条件を比較検

討し，又は発行条件を十分吟味し，効率的な資金調達を行わなければならない。 

２ 学長は，前項により資金調達を行う場合には，経営協議会の審議の後，役員会の議決を経な

ければならない。 

３ 学長は，第１項の資金調達を，国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第３３条第１

項の規定により行った場合において，国立大学法人法施行令（平成１５年政令第４７８号）第

８条第３号に該当するものであるときは，長期借入金の借入れ等の償還の状況に関し，各事業

年度終了時に経営協議会及び役員会に報告しなければならない。 

４ 学長は，前項の長期借入金の借入れ等に係る償還計画を変更するに当たっては，経営協議会

の審議の後，役員会の議決を経なければならない。 

 

 （短期借入金による調達） 

第９条 学長は，資金繰計画等に基づき，資金管理方針に従って，一時的な資金不足を補うため

の短期借入を行う場合には，借入条件を比較検討し，効率的な資金調達を行わなければならな

い。 

 

 （担保の手続） 

第１０条 学長は，借入等のため，法人の重要な資産を担保に供する場合，経営協議会の審議の後，

役員会の議決を経なければならない。ただし，中期計画に定められている場合は，この限りでは

ない。 

 

第５章 資金の運用 
（長期資金の運用） 

第１１条 学長は，資金繰計画に基づき，資金管理方針に従って，期間１年超の資金運用を行う

ものとする。 
２ 資金運用に当たっては，安全性の高い商品を基本として，条件，商品特性，運用金融機関等

を比較検討し，効果的な方法により行わなければならない。 
３ 学長は，前二項により資金運用を行う場合，経営協議会の審議の後，役員会の議決を経なけ

ればならない。 
 
（短期資金の運用） 

第１２条 学長は，資金繰計画等に基づき，資金管理方針に従って，期間１年以内の資金運用を

行うものとする。 
２ 資金運用に当たっては，安全性の高い商品を基本として，条件，商品特性，運用金融機関等を

比較検討し，効果的な方法により行うものとする。 
 

第６章 資金管理運用実績の報告 
（資金管理実績の報告） 

第１３条 学長は，資金繰計画に基づく資金管理の実績を定期的に経営協議会及び役員会に報告

するものとする。 
 

第７章 雑則 
（雑則） 

第１４条 この規程を実施するために必要な事項は，別に定める。 
 
   附 則（平成１６年規程第５１号） 

 この規程は，平成１６年４月１日から施行する。 

 



附 則（平成１８年規程第３９号） 

この規程は，平成１８年４月１日から施行する。 

 
 附 則（平成１９年規程第２８号） 

この規程は，平成１９年４月１日から施行する。 

 



別紙様式第１号（第６条関係） 
年度 第 四半期資金計画 

 
      年度 第 四半期分 
                                          予算部局名 

（単位：千円） 

項 目 細目 
第 1 四半期 
収入予定額 
支払予定額 

第 2 四半期 
収入予定額 
支払予定額 

第 3 四半期 
収入予定額 
支払予定額 

第 4 四半期 
収入予定額 
支払予定額 

合計額 

第 四半期 
収入予定額 
支払予定額 

月 月 月 
           

過不足額         



別紙様式第２号（第６条関係） 
年度  月次資金計画 

 
       
                                          予算部局名 

（単位：千円） 

項 目 
細

目 

４月 

収入予定額 

支払予定額 

5 月 

収入予定額 

支払予定額 

６月 

収入予定額 

支払予定額 

7 月 

収入予定額 

支払予定額 

６月 

収入予定額 

支払予定額 

7 月から 2 月省略 ３月 

収入予定額 

支払予定額 

合計 

収入予定額 

支払予定額 

合計額 

            

過不足額          
 
 



別紙様式第３号（第６条関係） 
年度 第 四半期支払計画 

 
      年度 第 四半期分 
                                          予算部局名 

（単位：千円） 

項 目 細目 
第 1 四半期 
支払予定額 

第 2 四半期 
支払予定額 

第 3 四半期 
支払予定額 

第 4 四半期 
支払予定額 

合 計 額 
第 四半期支払予定額 
月 月 月 

           

合 計 額         
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